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≪営農推進対策≫ 
■「地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）」 

地域計画とは概ね 10年後を見据えた地域農業の設計図で、次の 2 つで構成されています。 

 １．計画本文（地域農業の将来のあり方 ） 

 ２．目標地図（農地の担い手を示した地図） 

地域計画の変更は、以下のような場合に申出によって行われます。 

1. 計画本文の変更（地域農業の将来の在り方に影響が大きい農業の変更方針など）  

2. 農業を担う者の変更 （新たな担い手を位置づける場合や目標地図に位置づけられた

担い手を変更する場合） 

3. 農地を農業目的外に利用する（農地を転用する場合） 

農政関連の各種補助事業では、地域計画と位置付けられるものが多くあり、その要件

も事業によって異なります。中には地域計画の変更手続きが必要となる場合もありま

す。地域計画を変更する必要があるかどうかは、各事業・各業務の担当までご相談く

ださい。 

 

■水稲病害虫防除事業【窓口：市】 

  （目 的）   水稲損害防止のため、共同防除を推奨し米作経営の安定生産を図りま

す。 

  （補助対象者） 地区植物防疫協会 

  （補助額）   補助対象経費の５分の１以内の額 

  （予算額）   １,３００千円 

  （内 容）   ・共同防除にかかる薬剤、飛散防止対策資材、防除機（動力噴霧機）

の購入に要する費用を補助します。 

          ・薬剤費については、粉剤は補助対象外とし、出穂前後１回分を限度

とします。 

 

■ＧＡＰ農産物拡大事業費補助金【窓口：市】 

  （目 的）   GAP認証にかかる費用を支援することで、ぎふ清流 GAP及び国際水準 

          GAPの実施及び認証を推進します。 

  （補助対象者） 農業法人、農業者の組織する団体、農業者等 

                  ※事業を実施してから１年以内に、ぎふ清流 GAP の農場評価もしくは 

第三者認証 GAPの認証審査を受けること 

  （補助額）   ①施設改修及び備品整備     １，０００千円以内 

          ②残留農薬検査及び水質検査   上限なし 

          ③国際水準 GAP認証の取得支援  個人３００千円、組織８００千円 

  （内 容）   国際水準 GAPの実施、第三者認証の新規取得に必要な生産出荷施設の 

          改修や備品の購入、分析調査、審査費に対して支援します。 
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≪農地集積関係≫   
■農地集積事業  

（交付対象地域）  農地中間管理機構を活用した地域 

           （集落・改良組合等） 

 

【経営転換協力金】→Ｒ５年度を以て廃止 

 

【地域集積協力金】 

（交付対象者）   地域内の一定割合以上を農地中間管理機構に貸し付けた地域（集落・ 

          改良組合等） 

（交付要件）    貸し付けた農地の割合に応じて交付          

（交付単価）    市から交付対象者への交付金額（１０ａあたり） 

           （１）一般地域 

              ８０％超       ２８，０００円 

           （２）中山間地域 

             ６０％超～８０％以下 ２８,０００円 

              ８０％超       ３４,０００円 

 （予算額）     ２８０千円 

 

 

【集約化奨励金】 

（交付対象者）   地域内の一定割合以上を農地中間管理機構に貸し付けた地域（集落・ 

          改良組合等） 

（交付要件）    貸し付けによる団地面積の増加割合に応じて交付          

（交付単価）    市から交付対象者への交付金額 

             １０ポイント増 １０,０００円 

             ２０ポイント増 ３０,０００円 

 （予算額）     １，０００千円 

 

【地域集積担い手事業】 

（交付対象者）   認定農業者・認定新規農業者・地域の担い手に位置付けられた農業 

          者で、新規借入農地を含め５ha以上の経営農地を有する農家及び 

          法人 

（交付要件）    次の①～③全てを満たすもの 

          ①中間管理事業等により、新たに１０年以上の借入期間を設定した 

           農地 

          ②耕作目的が次の作物 

           ・水稲 

           ・経営所得安定対策に位置付けられた戦略作物（麦・大豆・飼料 

            作物・飼料用米・ＷＣＳ用稲・加工用米・米粉用米等・そば 

            なたね） 

          ③事業年度の前年度１月１日から１２月３１日までに賃借が開始 

           された農地           

（交付単価）    １０ａあたり３，０００円           

 （予算額）     １，０００千円  
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■新規園芸品目導入経営多角化事業 【窓口：市】  

（交付対象地域） 地域計画が策定されている地域 

（交付対象者）  ・認定新規就農者 

・認定農業者、農業法人 

 （交付要件）   ・農地中間管理機構から借り受け後、事業実施年度において、初めて

賃料が発生する農地であること。 

・上記農地で、新たに園芸品目の栽培に取り組むこと。  

・上記農地で、農地中間管理機構と新たに概ね１０年以上の賃借権の

設定を受けること。 

 （交付単価）    農地賃借料の１／３（１経営体の上限１００千円）            

 （予算額）     １４０千円 

 

 
≪農作物獣害防止対策≫ 

『侵入防止柵設置補助』 
（目 的）   イノシシ等の鳥獣による農作物被害の軽減や防止のために電気柵等を設置 

       し、農作物被害、耕作放棄地の発生を抑制します。 

（補助対象者） 農業改良組合及び農業者の組織する団体 

 

 

■鳥獣被害防止総合対策【窓口：市 国庫補助事業】 

（補助額） 補助対象経費の１０/１０以内の額 

      ただし、侵入防止柵の自力施工を行う場合に、資材費相当分の定額補助 

   

（上限単価）  獣種共通   電気柵（１段当たり）  １４８円/ｍ 

                 ネット柵      １，０９０円/ｍ 

          イノシシ   金網柵        １，９７０円/ｍ 

                 ワイヤーメッシュ柵 １，２９０円/ｍ 

          シカ（イノシシ用兼ねる） 

                 金網柵        ２,７９０円/ｍ 

                 ワイヤーメッシュ柵  １,９５０円/ｍ 

                 ※上記単価は消費税を除いた額 

（予算額）   ７，５００千円 

 

 

■農作物獣害防止対策事業【窓口：市 市単独事業】 

  （補助額）  設置する資機材等の１／２、２／３、３／４以内の額 

（内 容）  ・概ね５０ａ以上の点在する農地に電気柵等を新規に設置する場合 

（１／２） 

       ・５０ａ以上の集団農地に電気柵等を新規に設置する場合（２／３） 

         ・集落、地域ぐるみで実施する場合（３／４） 

  （予算額）  ６,０００千円 
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『その他の獣害補助』 

■有害鳥獣等捕獲技術者育成補助金 【窓口：市 市単独事業】 

  （目 的）   有害鳥獣の捕獲技術者を育成し、鳥獣による農作物等の被害の防止を

図ります。 

  （補助対象者） 新規狩猟免許取得者及びその技術指導をする狩猟者団体 

  （補助額）   ①銃猟免許（第一種）及び猟銃所持許可取得者②その指導団体③わな

猟免許取得者④その指導団体に対し、１人当たり 

①上限５００,０００円 ②上限１００,０００円 

③上限 ３０,０００円 ④上限 １０,０００円 

  （予算額）   ３，４００千円 

 

 

≪新規就農者等育成支援≫  

「新規就農者育成総合対策事業」 

■就農準備資金 【窓口：岐阜県農畜産公社】  

 （目 的）   農業技術及び経営のノウハウの習得のための研修に専念する就農希望者 

を支援します。 

（交付対象者） ①就農予定時の年齢が、原則５０歳未満であり、次世代を担う農業者と

なることについて強い意欲を有していること 

         ②独立・自営就農又は雇用就農を目指すこと 

         ③研修計画が以下の基準に適合していること 

          （ア）都道府県が認めた研修機関等で研修を受けること 

          （イ）研修期間が概ね１年以上（１年につき概ね１,２００時間以上）

であること 

         ④常勤の雇用契約を締結していないこと 

         ⑤生活保護、求職者支援制度など、生活費を支援する国の他の事業と重 

複受給でないこと 

         ⑥前年の世帯全体の所得が６００万円以下であること 

 （交付単価）  １,５００千円／年 （２年間限度） 

 

 

 

 

■経営開始資金 【窓口：市】 

 （目 的）   経営リスクを負っている新規就農者の経営が軌道に乗るまでの間を支援 

します。 

 （交付対象者） ①独立・自営就農時の年齢が、原則５０歳未満であり、次世代を担う農

業者となることについて強い意欲を有している方 

         ②独立・自営就農であること。具体的には以下の要件を満たすこと 

          （ア）農地の所有権又は利用権を給付対象者が有している 

          （イ）主要な機械・施設を給付対象者が所有又は借りている 

          （ウ）生産物や生産資材等を給付対象者の名義で出荷・取引する 

          （エ）給付対象者の農産物等の売上や経費の支出などの経営収支を給 
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付対象者の名義の通帳及び帳簿で管理する 

（オ）給付対象者が農業経営に関する主宰権を有している 

         ③経営の全部又は一部を継承する場合は、継承する農業経営に従事して 

から５年以内に継承して農業経営を開始し、かつ給付期間中に、経営 

の多角化、新技術の導入等経営発展に向けた取組を行い、新規参入者 

と同等の経営リスクを負って経営を開始する計画であると市長に認め 

られること 

         ④青年等就農計画の認定を受けた者であること 
         ⑤地域計画のうち目標地図に位置づけられている、若しくは、位置づけ 

られることが確実と見込まれること、あるいは機構から農地を借り受 
けていること 

         ⑥生活保護等、生活費を支給する国の他の事業と重複受給でない又は「農 
の雇用事業」による助成を受けたことがある農業法人等でないこと 

         ⑦原則として青年新規就農者ネットワークに加入すること 
         ⑧前年の世帯全体の所得が６００万円以下であること 
 
 （交付単価）  １,５００千円（最大）／年 （３年間限度） 
         夫婦での共同経営 ２，２５０千円（最大）／年 
 （予算額）   ２３，５５０千円 
 
 
■経営発展支援事業 【窓口：市】 
 （目 的）   次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農後の経営発展 
         のために必要な機械・施設の導入等の取組みを支援します。 
 （交付対象者） ①独立・自営就農時の年齢が５０歳未満であり、次世代を担う農業者と 

 なることについて強い意欲を有している方 

         ②独立・自営就農であること。具体的には以下の要件を満たすこと 

          （ア）農地の所有権又は利用権を給付対象者が有している 

          （イ）主要な機械・施設を給付対象者が所有又は借りている 

          （ウ）生産物や生産資材等を給付対象者の名義で出荷・取引する 

          （エ）給付対象者の農産物等の売上や経費の支出などの経営収支を給 

付対象者の名義の通帳及び帳簿で管理する 

（オ）給付対象者が農業経営に関する主宰権を有している 

         ③経営の全部又は一部を継承する場合は、継承する農業経営に従事して 

から５年以内に継承して農業経営を開始し、かつ、継承する農業経営 

の現状の所得、売上若しくは付加価値額を１０％以上増加させ、又は 

生産コストを１０％以上減少させる経営発展支援事業計画等である市 

長に認められること 

         ④青年等就農計画の認定を受けた者であること 
         ⑤地域計画のうち目標地図に位置づけられ、又は位置づけられることが

確実と見込まれること又は、機構から農地を借り受けていること 
         ⑥生活保護等、生活費を支給する国の他の事業と重複受給でない又は「農 

の雇用事業」による助成を受けたことがある農業法人等でないこと 
         ⑦原則として青年新規就農者ネットワークに加入すること 
         ⑧機器・施設の取得費用について、交付対象者本人が金融機関から融資 
          を受けること。 
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 （交付単価）  機器・施設等の導入など経営発展のための計画を立て、承認された場合、 

費用の 3/4（県 1/4、国 1/2）を支援します。 
上限額１０，０００千円（夫婦での共同経営は 1.5 倍の上限額１５，０
００千円） 
※新規就農者育成総合対策事業「経営開始資金」の交付対象者は上限 
５，０００千円（夫婦の共同経営は７，５００千円）          

  （予算額）  １８，７５０千円 
 
■農業後継者就農支援給付金 【窓口：市】 
 （目 的）   経営リスクを負っている農業後継者が経営を継承または経営に参画する 

にあたり、その経営体を支援します。 
 （交付対象者） ①給付金申請日の年齢が、原則５０歳未満の方 
         ②認定新規就農者になって 1年を経過しない方 

             ③継承または参画した経営体の前年農業所得が３,５００千円未満であ

る等 
 （交付単価）  １,０００千円／回 （１回限り） 
 
■ぎふ農業経営者育成発展支援事業 【窓口：市】 
 （目 的）   国の就農準備資金・経営開始資金の対象とならない就農研修者及び新規

就農者を支援します。 
【①農業研修スタート型】 
 （交付対象者） ①５５歳未満で、高山市就農支援協議会が実施する農業の長期研修を受

けること 
②国の就農準備資金の交付要件を満たすこと 
（研修終了後に親元就農する者の経営継承に関する要件は除く） 

 （交付単価）  １，０００千円以内／年 （１年限り） 

 
【②経営チャレンジ型（独立・自営就農タイプ）、キャリアチェンジ型】 
 （交付対象者）下記の要件をすべて満たす方 

①１８歳以上６０歳未満で、就農してから 1年を経過していないこと 
②認定新規就農者等であること 等 

 （交付単価）  １,０００千円以内／年（５５歳以上は５００千円以内）（１年限り） 
※ただし経営開始資金、農業後継者就農支援給付金の対象者は除く 

 
【③経営チャレンジ型（親元就農タイプ）】 
 （交付対象者）①１８歳以上５５歳未満で、親元就農してから 1年を経過していないこと 
        ②親または祖父母のいずれかが、認定農業者であること 
        ③家族経営協定を締結していること 
        ④原則として、給付対象者が専従者給与を受給していること 等 

 （交付単価）  １,０００千円以内／年 （１年限り） 
 （予算）    １０，０００千円 
 
 

■新規園芸品目導入経営多角化事業 【窓口：市】＜再掲＞  

（交付対象地域）  地域計画が策定されている地域 

（交付対象者）  ・認定新規就農者 

・認定農業者、農業法人 
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 （交付要件）   ・農地中間管理機構から借り受け後、事業実施年度において、初めて

賃料が発生する農地であること。 

・上記農地で、新たに園芸品目の栽培に取り組むこと。  

・上記農地で、農地中間管理機構と新たに概ね１０年以上の賃借権の

設定を受けること。 

 （交付単価）    農地賃借料の１／３（１経営体の上限１００千円）            

 （予算額）     １４０千円 

 

■新規就農者規模拡大事業 【窓口：市】 

  （目 的）   新規就農者が、経営の早期安定を図れるよう農地の賃借に対し支援し

ます。 

  （補助対象者） 下記の要件をすべて満たす方 

① 認定新規就農者又は認定就農者 

② 就農してから５年を経過していない方 

  （補助額）   １０ａ当たり ８,０００円 

  （予算額）   ９２０千円 

  （内 容）   新たに農業経営を始める、又は規模拡大を図る認定新規就農者又は認

定就農者が、新規に６年以上の農地利用集積を行った場合に、３年間

を限度に助成 

 

■農業後継者海外派遣研修事業 

  （目 的）   農業後継者等が海外の農業研修を通じて、農業経営などの資質向上を

図れるよう支援します。 

  （補助対象者） 高山４Ｈクラブ、高山市青年農業士又はＪＡひだ青年部のいずれかに 

所属する会員及び４０歳以下の女性で、現に農業に従事し将来も農業 

に従事しようとする方 

  （補助額）   １人当たり３１５千円又は必要経費の３分の２以内の額のいずれか少 

ない額 

団体で参加する場合は１人当たり６３千円又は必要経費の３分の１以 

内の額のいずれか少ない額 

  （内 容）   派遣期間がおおむね７日以上の海外研修に参加するのに要した費用に

助成します。ただし、１人１回を限度 
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≪地域特産物振興事業≫ 

■地域特産物振興事業 【窓口：市】 

（目 的）   地域の特色ある農産物の掘り起こしを行い、それら生産者組織を支援 

することで、地域特産物の生産拡大、高品質化、新商品開発を促進し、 

地域の活性化を目指します。 

  （補助対象者） 農業者の組織する団体 

（事業内容） ○ステップ１・・発掘支援 

地域の特色を活かして取り組もうとする新たな農産物の選定、栽培技 

術の確立及び生産販売体系の構築等に係る事業 

○ステップ２・・育成支援 

地域の特色を活かした農産物の生産拡大や高品質化に係る事業 

○ステップ３・・振興支援 

地域の特色を活かした農産物を利用した新商品開発や販売促進活動に 

係る事業 

※調査・試験費は１０分の１０、資材費・販売促進費は２分の１以内 

          上限 ５００千円 
          ※補助する期間は、各ステップ３年間、かつ通算で５年間を限度 

（予算額）   １,３００千円 

 

 

≪６次産業化支援事業≫ 

■６次産業化支援事業 【窓口：市】 

（目 的）   ６次産業化を目指す認定農業者、農業法人等に対して自ら生産する農産

物を利用した加工品の商品開発に必要な経費を助成します。 

  （補助対象者） 認定農業者、農業法人、農業者の組織する団体 

  （補助額）   １団体等当たり上限１,０００千円  

（補助率）   総合化事業計画の認定事業者または認定見込の者 １／２以内 

        上記以外 １／３以内 

  （内 容）   新商品開発及び事業化に必要な施設、機械、器具類等の導入経費 

 

 

≪農業施設等整備費助成事業≫ 

 

■元気な農業産地構造改革支援事業 【窓口：市】 
 （事業内容）  儲かる農業を目指した産地構造への転換のために、必要となる機械・施 

設等の導入経費の一部を助成します。 
 （助成内容）  ≪新技術・新品目の導入≫ 
         トマト独立ポット耕栽培システムなどの新技術を活用した生産施設等 
         ≪新たな流通システムの構築≫ 
         加工・業務用野菜の機械、輸出農産物の選果施設、選別・調整・包装施 
         設 
         ≪新規就農者・企業型経営体の育成≫ 
         新規就農者育成研修施設、企業型経営体が導入する農業機械 
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         ≪産地基盤の強化、新たな産地づくり≫ 

         水田農業、園芸産地の規模拡大促進、収益性向上機械導入、低コスト化  
への取組、機能向上 

         ≪共同利用施設の更新・改修≫ 
         大規模乾燥調製施設、育苗施設、集出荷場などの更新・改修 
 （補助率）   １／２以内 
 （事業主体）  市町村、農業協同組合、農業法人、農業者の組織する団体等 
（予算額）   ８３，９００千円 
 

■担い手確保・経営強化支援事業 【窓口：市】 

 （事業内容）地域計画が策定されている地域において、省力化技術の導入や、化石燃料・ 

化学肥料の使用量の低減など意欲的な取組により、経営構造の転換・経営発 

展を図ろうとする担い手が、融資を活用するなどして農業用機械・施設を導 

入する際、補助金を交付することにより、主体的な経営確立を支援します。 

 （助成内容） 農業用機械・施設等の導入に係る経費 

 （補助率）  以下の①～③の計算により算定した額のうち、一番低い額 

①＝事業費×１／２、 

②＝融資額 

③＝事業費－融資額－地方公共団体等による助成額 

※上限額 個人 15,000千円、法人 30,000千円         

（事業主体） 地域計画のうち目標地図に位置付けられたもの（かつ、認定農業者、認定 

就農者又は集落営農組織）         

（予算額）  ３，４００千円 ※国補正対応 場合によっては年度繰越事業になる。 

               ※今年度は既に枠はなし。次年度に向けて８〜９月までに 

農務課へ相談ください。 

 

■農地利用効率化等支援交付金 【窓口：市】 

地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向けて、生産の効率

化に取り組む等の場合、必要な農業用機械・施設等の導入を支援します。 

 

【融資主体支援タイプ】 

（事業内容） 融資を受けて、生産の効率化の取組等を行おうとする農業経営体への支援 

スマート農業、集約型農業経営、農業生産のグリーン化の取組について優先枠 

を設けて支援 

（助成内容） ◇農業用機械 

◇施設などの導入に係る経費 

（補助額） 以下の①～③の計算により算定した額のうち、一番低い額 

①＝事業費×３／１０、②＝融資額 

③＝事業費－融資額－地方公共団体等による助成額 

        ※上限額 法人・個人問わず３，０００千円         

（事業主体） 認定農業者、集落営農組織等 

       ★次年度に向けて８～９月ごろまでにご相談ください 
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■中山間地域等担い手育成支援事業 【窓口：市】 

 （事業内容）  中山間地域の農地を守るために、集落営農の組織化・法人化や担い手へ
の農地集積に必要となる、機械・施設等の導入経費の一部を助成します。 

 （助成対象）  ≪集落営農経営安定支援≫（補助率：１／２、上限 5,000千円） 
         トラクター、田植機、コンバイン、自走式草刈機 等 

         ≪担い手経営力強化支援≫（補助率：定額、上限 2,000千円） 
          新たな農地集積などに必要な機械・施設 
         ≪労働環境の改善支援≫（補助率：１／３、上限 3,000千円） 
          ・労働環境の改善に必要な機械・施設 

・新規作物等の導入に必要な機械・施設の整備 
・外国人労働者 の受入れに必要な 住居改修（既存住宅の個室化又は  
空き家の改修）  

 （事業主体）  市町村、農業協同組合、農業法人、農業者の組織する団体等 

 ★次年度に向けて８～９月ごろまでにご相談ください 

 
 

≪スマート農業推進事業≫  

■スマート農業技術導入支援事業  【窓口：市】 
 （事業内容）  ＩＣＴやＡＩといったスマート農業技術を活用した農業機械の導入経費

の一部を助成します。 
 （助成内容）  スマート農業技術を活用して経営発展を目指すために必要となる機器・

機械等 
 （補助率）   １／２以内（上限額４，５００千円） 
 （事業主体）  認定農業者、認定新規就農者 等 
（予算額）   ９,０００千円 

 
 

≪小規模農家支援事業≫ ＜新規＞ 
■小規模農家等営農継続支援事業 【窓口：市】 
 （事業内容）  今後１０年間の営農継続を希望する小規模等水稲生産者に対し、水稲営

農に係る機械更新に対する経費の一部を助成します。 
 （助成内容）  水稲営農を継続するために必要となる機器・機械 
 （補助率）   １／４以内（上限額５００千円） 
 （事業主体）  市内の１０ａ以上の水稲を耕作する農業者 

 （予算額）   ５，０００千円 
 
 

≪環境保全型農業支援事業≫ 

  
■環境保全型農業直接支払事業 【窓口：市】 
  （内 容）   販売を目的として生産を行う農業者団体等が有機農業などの取組を行

った場合に支援します。 
  （補助額）   １６,０００円以内／１０ａ 

（予算額）   ５，１００千円 
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■有機農業転換推進事業 【窓口：市】 

  （内 容）   販売を目的として生産を行う農業者団体等が有機農業などの取組を行
った場合に支援します。 

  （補助額）   ２０,０００円以内／１０ａ 
（予算額）   １００千円 

 
 
■有機農業生産振興事業 【窓口：市及び県】 

（内 容）   有機農業の生産拡大並びに有機農業で生産された農産物の販売 
促進を実践するにあたり必要な資材などの導入を支援します。 

  （補助額）   補助対象経費の３分の１以内の額（上限額２００千円） 

① 生産拡大支援（上限５００千円以内） 

② 販売促進支援（上限５００千円以内） 

 
 
≪耕作放棄地再生利用事業≫ 
 ■耕作放棄地再生利用事業  【窓口：市】 

（目 的）   耕作放棄地を解消するため、各地域が自らの問題としてとらえ実施す
る農地の再生等のための活動に対して支援します。 

（補助対象者）  地縁団体、農業改良組合、生産組合、土地改良組合、農業協同組合、 
        農業生産法人、ＮＰＯ法人などの団体や企業及び地域計画に位置付け

られた担い手（予定含む） 
（事業内容）   補助対象者が行う、耕作放棄地を活用した取り組みや活動等において、

農地を再生するために必要な資材等に対して助成します。 
（補助額）   活動経費の１０分の８以内の額。 
（予算額）   ５，２２０千円 

（助成条件）  ① 現に耕作放棄している農地又は耕作放棄地化する恐れがある農地 
         であること 
        ② 農地所有者の協力が得られることが確認された農地であること 

         ③ 耕作放棄地マップを作成し、解消しようとする農地を明確にする 
こと 

         ④ 耕作放棄地解消計画を作成すること（指定様式） 
         ⑤ 最長で３年以内の計画であること 
         ⑥ 中山間地域等直接支払制度の対象農地は、補助対象外 
 

≪農地・農業用施設災害復旧≫ 

■農作物災害対策事業 

（事業内容）  市内で１回の災害による農作物の被害総額が５００万円を超える被害で、 

農作物の被害程度が３０％以上の作物を対象とし、次のいずれにも該当 

する場合に支援します。 

①１作物につき、農家１戸あたりの補助金額が４,８００円以上となる 

もの 

②１作物につき、市全体における補助金の総額が２４０万円以上となる 

もの 

（補助対象経費）被害を受けた農作物の樹勢回復、病害虫防除、再播等に必要な薬剤等を 
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共同購入するために必要な経費 

 （補助率）   補助対象経費の８/１０以内の額 

 

■農業用施設等災害対策事業 

 （事業内容）  市内で１回の災害による農業用施設等の被害総額が５００万円を超える

被害で、被害程度が中破（５０％）以上の施設を対象とし、次のいずれ

にも該当する場合に支援します。 

         ①農家１戸あたりの補助金額が７２千円以上となるもの 

         ②市全体における補助金の総額が７２０千円以上となるもの 

（補助対象経費）被害を受けた農業用施設等の撤去及び復旧をするために必要な経費 

 （補助率）   補助対象経費の１／３以内の額 

         ただし、新施設の取得に係る共済金等保険金の受け取り及び廃材等の処

分により利益が発生した場合は、補助対象経費から除外します。 

 

■農地・農業用施設災害復旧工事 

（内 容）  田畑などの農地や用排水路、農道などの農業用施設が豪雨などにより被災し

たとき災害復旧工事を行うもの。 

 

（種 類） *公共災害復旧工事  ：一定の要件（雨量、被災規模など）を満たしたもので、

国の査定を経て認められたもの。 

       *市単独災害復旧工事：上記以外で災害と認められるもの。 

（分担金）  

種  類 
農 地 

（田・畑・果樹園など） 
農業用施設 

(用排水路・農道・頭首工など) 

公共災害復旧工事 補助残の２０/５０ 補助残の１０/３５ 

市単独災害復旧工事 工事費の２０％ 工事費の１０．０％ 

※詳細はお問い合わせください 

（その他）被災があった場合は町内会を通じて連絡してください。 

        

≪農業制度資金≫ 

■農業近代化資金（※実質無担保化） 
（内 容）  経営改善を支援するための長期で低利な資金です。 
（資金使途） 施設取得､農機具や家畜の購入､長期運転資金など幅広く利用できます｡ 
 

貸付対象者 
貸付金利 

（年利） 

償還期限 

（うち据置期間） 
融資率 貸付限度額 

認定農業者 

０．９０％ 
※認定農業者の

場合 

年 0.20%～0.55% 

7～20年以内 
（2～7年以内） 
 
※農機具取得 
7年（2年）以内 

※家畜購入 
7年（2年）以内 

100％ 
以内 

個人  1,800万円 
知事特認 2億円 

 
法人  3、600万 
円 

集落営農組織 

その他の担い手 
80％ 
以内 



 13 

（貸付金利は令和５年２月２０日時点） 

  

■農業経営基盤強化資金（スーパーL資金）（※実質無担保化） 
（内 容）  認定農業者向けの長期で低利な資金です。 
（資金使途） 農地取得、農業機械・施設の取得など幅広く利用できます｡単なる資金繰り 

資金としては利用できません。 
（特例）   「人･農地プラン」に地域の中心となる経営体として位置付けられた認定農

業者の場合、借入から５年間に限り無利子となります。 
         ※無利子化措置は、関係機関の予算の範囲内となります。 
 
 
 

貸付対象者 
貸付金利 
（年利） 

償還期限 
（うち据置期間） 

融資率 貸付限度額 

認定農業者 
０．２０％～
０．６０％ 

25年以内 
（10年以内） 

100％ 
以内 

個人     3億円 
特認 6億円 

法人     10億円 
特認 30億円 

（貸付金利は令和４年９月２０日時点） 

 

■青年等就農資金 
（内 容）   認定新規就農者（市から承認を受けた個人・法人）向けの無利子の資金

です。 
（資金使途）  農地の改良、施設・機械の取得などの設備のほか、農地・施設・機械の 
        貸借料、素畜費、飼料費、農薬費などの長期運転資金など幅広く利用で 

        きます。 
（担保・保証人）原則、融資対象物件以外の担保及び第三者保証人は不要（実質的な無担 
        保・無保証人制度） 

 

貸付対象者 
貸付金利 
（年利） 

償還期限 
（うち据置期間） 

融資率 貸付限度額 

認定新規就農者 無利子 
17年以内 

（5年以内） 
100％ 
以内 

3,700万円 
（特認１億円） 

≪農業者年金≫  

■安心・有利な４つのメリット 

・少子高齢化に強い積立型の終身年金！ 

☞若い世代に支えてもらう年金ではなく、自分の年金は自分で積み立てるという方式 

なので、年金額が加入者数や受給者数に影響されません。 

・８０歳までの補償付き！ 

☞仮に加入者が８０歳前に亡くなられた場合でも、８０歳までに受け取る予定であった

年金の現在の価値に相当する額が、「死亡一時金」としてご遺族の方に支給されます。 

・節税効果が大きい！ 

☞支払う保険料は、家族の分を含めて全額社会保険料控除の対象となるので、大きな節 

税効果があります。 
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・保険料に補助が受けられる！ 

☞以下の要件を満たす加入者は、保険料に対し国庫補助を受けられます。 

 

■保険料の国庫補助は次の方が受けられます。 

（１）６０歳までに保険料の納付済期間が２０年以上となること。 

（２）必要経費などを控除した後の農業所得が９００万円以下であること。 

（３）下記の区分に該当する者 

 

区分 必要な条件 ３５歳未満 ３５歳以上 

１ 認定農業者で青色申告者 10,000円（5割） 6,000円（3割） 

２ 認定就農者で青色申告者 10,000円（5割） 6,000円（3割） 

３ 区分 1または 2の者と家族経営協定を締結し、

経営に参画している配偶者または後継者 

10,000円（5割） 6,000円（3割） 

４ 認定農業者または青色申告者のいずれか一方

を満たす者で、3 年以内に両方を満たすことを

約束した者 

6,000円（3割） 4,000円（2割） 

５ 35歳まで（25歳未満の場合は 10年以内）に区

分 1の者となることを約束した継承者 

6,000円（3割） ― 

 

・最大２０年間の補助が受けられます。 

  保険料の補助は、①35歳未満であれば要件を満たしているすべての期間、②３５歳以上 

では１０年間を限度として、通算して最長２０年間です。このため若いうちに加入する 

ほど有利で補助額は最大２１６万円になります。 

 

・国庫補助額も自分の年金として受け取れます。 

国庫補助額とその運用益は、個人ごとに積み立てられ、原則６５歳から特例付加年金と 

して受給できます。 

  特例付加年金を受給するには、農地等の経営継承が必要ですが、経営継承の時期につ 

いての年齢制限はなく、本人の体力などに応じて受給の時期を決められます。 

 

国 庫 補 助 額 
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